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拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素は近畿青年税理士連盟の活動に対し、深いご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。

さて、貴会におかれましては「令和5年度税制改正に関する意見書」の作成にあたり、広

く会員より意見・要望の提出を求めておられます。

そこで当連盟は貴会の要請に応えるべく、当連盟において取り纏めた税制改正に関する

意見書を提出することにしました。

参考意見として取り上げていただきますよう、お願い申し上げます。

なお、内容につきましては、以前取り上げられた項目につきましても、当連盟の要望とし

て再度掲載しているものがあることをあらかじめお断りしておきます。

敬具
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はじめに

税制改正に関する意見書

近畿青年税理士連盟

代表幹事藤原功子

税理士は税理士法第1条の理念に基づき、申告納税制度のもとで納税者の信頼にこたえ、

納税者の納税義務の適正な実現を図ることを通じて納税者の権利を擁護することをその使

命としている。また、税理士法49条の11では税理士会に租税等について建議を行う権利

が与えられている。これは税の専門家の団体である税理士会には、税に関する法案の立案過

程において意見を述べることで、専門家の立場から税制に関するチェック機能を果たすと

いう国民の負託に応えていくことが求められているからである。従って、税理士及び税理士

会は、常に国民生活や経済の発展のためのあるべき税制を目指して意見を集約し、建議権を

十分に活用しなければならないという責務がある。

当連盟は納税者の権利擁護・租税制度の改善・税理士制度の発展を目的として活動してい

る。その目的達成のためには申告納税制度の理念やその意義を広く国民に理解してもらう

ことが望ましく、租税法律主義の原則の一つである手続的保障原則を充足するためにも、納

税者権利憲章の制定が必要であると考える。

また、近年、税制はますます複雑化しており、特に所得税法に至っては、税の3原則であ

る「公平・中立・簡素」のうちの公平を追求するあまり、簡素の要素が大きく欠落している

と考える。消費税法における軽減税率制度についても、同様のことが言える。あるべき税制

を構築していくうえで、公平であること、中立であること、簡素であることは相容れない面

はあるが、納税者にとって理解しやすく納得できる税制を目指さなければならない。

そこで、当連盟は、納税者の権利擁護と税の3原則を念頭に置いたあるべき税制の構築に

向け、意見を集約しここに表明する。
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税務調査における慣行を法定化するという法改正の趣旨を逸脱したものである。さらに、

提出された物件を留置く規定は、納税者の同意や協力を得ないと行えないものであるこ

とが法定化されておらず、運営上は「承諾なく強制的に留め置くことはありません。」(税

務調査手続に関する FAQ (一般納税者向け))としているもののその法的根拠は薄い。

従って、物件の提示・提出を求めることができるとする規定および物件の留置きができ

るとする規定については削除すべきである。

3.反面調査の事前通知を明文化すべきである

反面調査については、事前通知に関する法令上の規定がなく、税務調査手続に関する

FAQ (一般納税者向け)において「運用上、原則として、あらかじめその対象者の方へ連

絡を行うこととしています。」とされているだけである。取引先や銀行など第三者に対し

て行われる反面調査は、納税者にとって取引先等に迷惑をかけることになり、信用を損な

う可能性もある。反面調査は本調査の対象となる納税者への任意調査があってこそ行わ

れるべきであり、その任意調査なくして反面調査は行われるべきではない。反面調査を行

う必要がある場合には、納税者の権利利益を保護する観点から、本調査の対象となる納税

者及び反面調査を受ける側への事前通知による説明を行うことを、明確に規定すべきで

ある。

4. 国税不服審判所の独立性を確保する為に完全なる第三者機関とすべきである

国税不服審判所は国税庁の組織であり、所長は国税庁長官が任命する。その任命に際し

ては財務大臣の承認を要することで第三者性に配慮しているようである。しかし、税務行

政庁からの出向があることや、国税不服審判所長が法令の解釈と異なる解釈により裁決

をする場合には、あらかじめその意見を国税庁長官に通知しなければならないなど、第三

者機関であるとは言い難い。納税者の権利利益を保護し、納税者からの信頼を得る為には、

国税不服審判所を国税庁から内閣府に移管し、完全なる第三者機関とすべきである。
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